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平成２５年度小城市予算主な事業一覧 *新規事業

No 事業費：千円

総務課 1 佐賀広域消防局小城消防署建設事業 61,904

財政課 2 * 庁用自動車一括管理事業 3,515

企画課 3 定住促進等事業 12,000

市民課 4 * 戸籍副本データ管理システム構築事業 2,744

環境課 5 住宅用太陽光発電システム設置補助事業 10,000

6 地球温暖化対策協働推進事業 7,991

福祉課 7 介護給付費・訓練等給付費支給事業 664,267

8 * 自立支援医療（育成医療）給付事業 3,451

健康増進課 9 ロタウイルスワクチン接種費用助成事業 2,150

農林水産課 10 青年就農給付金給付事業 12,750

11 6次産業化事業 5,000

商工観光課 12 企業立地奨励事業 17,000

13 清水地区駐車場整備事業 53,254

建設課 14 スマートインターチェンジ整備事業 68,652

15 *
市道甘木線改良事業（社会資本整備総合交付金
【新設改良】事業）

4,200

16 住宅リフォーム緊急助成事業 29,170

17 商店街元気づくり事業 13,000

18 まちなか市民交流プラザ等整備事業 68,028

下水道課 19 特定環境保全公共下水道事業（三日月処理区） 828,710

（下水道特別会計） 20 特定環境保全公共下水道事業（芦刈処理区） 545,832

21 公共下水道事業（牛津処理区） 139,596

22 公共下水道事業（小城処理区） 493,330

（裏面へ続く）

中心市街地活性化
推進室

所　　属 事　　　業　　　名

総務部

福祉部

産業部

建設部

市民部



*新規事業

No 事業費：千円

教育総務課 23 芦刈小学校建設事業 1,298,444

学校教育課 24 教育情報化推進事業 620,228

25 放課後児童健全育成事業 55,012

こども課 26 子どもの医療費助成事業 105,239

27 * 未熟児養育医療給付事業 3,384

所　　属 事　　　業　　　名

教育委員会
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成25年度計画

　 小城消防署建設事業本体工事の負担金

61,904

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金

61,90458,800 3,104

158,183
※「事業費の推移」25年度、26年度欄は、建設工事費概算額（佐賀広域消防局北部消防署参考）の負担
金を参考に小城市の概算負担額を表示

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

事　業　費 0 3,423 61,904 92,856 0 0 事業費計

合　　計

61,904

その他

一般財源 223 3,104 4,656

3,200 58,800 88,200 地方債

一般財源 7,983

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金
財
源
内
訳

150,200

国庫支出金

県支出金

その他

地方債

法令根拠 消防組織法、佐賀中部広域連合規約

事業期間
平成24 平成26

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　佐賀県消防広域化推進計画を踏まえ、関係市町及び佐賀県と連携のもと、広域消防の組織再編と併せて常備
消防体制の強化及び常備消防施設の更新を図る。

【内容】
　佐賀広域消防局小城消防署の経年劣化が著しく狭隘であるため、小城消防署を改築し、その費用の一部を負
担する。

(工事の概要[改築案]）
○　消防署　1,700.00㎡、駐輪場　50.00㎡、訓練棟（３棟）　75.00㎡
（小城消防署の現状［平成24年４月１日時点］）
○　竣工年月日：昭和47年４月［経過年数：40年］

【小城消防署建設事業スケジュール（予定）】
　　　　　　　佐賀広域消防局予算（建築関係）　　　小城市予算（用地・負担金関係）
　H24年度　設計業務委託、地質調査業務委託等　　用地測量設計業務委託、建設工事負担金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （通常負担割合）
　H25年度　本体工事　　　　　　　　　　　　　　建設工事負担金（通常負担割合＋特別負担30％）
　H26年度　本体工事、解体工事等　　　　　　　　建設工事負担金（通常負担割合＋特別負担30％）

事業費の推移
（単位：千円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

新規事業 既存事業

事務事業名 佐賀広域消防局小城消防署建設事業 政策名 総
合
計
画
体
系

自然と共生する快適で安
全・安心なまち

常備消防費 基本事業名
常備消防・救急体制の充
実一般

担当部課 総務部　総務課 施策名 消防・防災体制の充実

予算科目
会計 款 項 目 事業

1
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成25年度計画

新規事業 既存事業

事務事業名 庁用自動車一括管理事業 政策名 総
合
計
画
体
系

共につくる新しいまち

担当部課 総務部　財政課 施策名 自立した行政経営の確立

予算科目
会計 款 項 目 事業

事業期間
平成25

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　本庁舎における庁用自動車の一元的な管理を行い、効率的な運用、維持管理費の軽減及びＣｏ２削減を目的とする。

【内容】
　これまで所管課で管理していた公用車を本庁舎移行に伴い、特定目的以外の公用車２０台を財政課で一元的に管理し、
庁舎内で共有化する。

庁用車管理費 基本事業名 財政運営の適正化
一般

法令根拠 小城市公有財産規則、道路運送車両法

財
源
内
訳

国庫支出金

28年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

事業費の推移
（単位：千円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金

地方債 地方債

その他 その他

一般財源 3,515 8,000 8,000 8,000 一般財源

8,000 事業費計 0

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

需用費 役務費 公課費

事　業　費 0 0 3,515 8,000 8,000

合　　計

2,724 662 129

【一括管理公用車】
　軽貨物車２台　軽乗用車９台　小型貨物車２台　小型乗用車４台　普通乗用車３台
【管理内容】
　維持管理、効率的な運用、更新計画

3,515

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

3,515 3,515
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成25年度計画

新規事業 既存事業

事務事業名 定住促進等事業 政策名 総
合
計
画
体
系

担当部課 総務部　企画課 施策名

予算科目
会計 款 項 目 事業

事業期間
平成24 平成26

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　定住人口の増加と人口流出の防止を目的として、市内外から市内の対象地域に転入又は転居した場合に定住奨励金及
び持家加算金又は持家奨励金を交付する。また、市内での3世代の同居を奨励するために親・子・孫が同居しようとする者
に奨励金を交付する。

【内容】
　●定住奨励金：市外に居住している者が、市内に住宅を取得し転入した場合⇒１人 50,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　但し、同居の子の3人目以降で、15歳未満の場合⇒1人100,000円
　　　＋・持家加算金：小城市の三里、砥川、芦刈校区に新築又は購入した場合
　　　　　　　　　　　　　⇒取得価格の3％（上限600,000円）

　●持家奨励金：市内の借家に居住している者が、小城市の三里、砥川、芦刈校区に新築又は購入した場合
                      ⇒取得価格の3％（上限600,000円）

　●３世代同居奨励金：3世代同居のために、親世代と子、孫の世代が市内で新たに同居した場合
　　　　　　　　　　　　　　⇒１世帯100,000円
　　　＋・住宅加算金：３世代同居のために新築等または増改築を行った場合⇒これらに係る経費の3％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（上限300,000円）

定住促進等事業 基本事業名
一般

法令根拠 小城市定住促進奨励金及び三世代同居奨励金交付要綱

財
源
内
訳

国庫支出金

28年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

事業費の推移
（単位：千円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金

地方債 地方債

その他 その他

一般財源 12,000 12,000 13,000 一般財源 37,000

0 事業費計 37,000

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 0 12,000 12,000 13,000 0

合　　計

12,000

・事業制度のＰＲ
・奨励金及び加算金の交付

12,000

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

12,000 12,000
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

新規事業 既存事業

事務事業名 戸籍副本データ管理システム構築事業 政策名 総
合
計
画
体
系

担当部課 市民部　市民課 施策名

予算科目
会計 款 項 目 事業

事業期間

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　戸籍法第８条第１項及び第2項の規定により、戸籍の副本を作成し、正本を市区町村が、副本を法務局が保管することと
なっている。
　市区町村と法務局は、近接地にあり大災害が起こった場合に正本及び副本が同時に滅失する問題が顕在化することか
ら、危険性を考慮し、防止を図る。
　

【内容】
　国の統括の下、西日本地区の市区町村の副本は、第１戸籍副本管理センター（北海道）で、東日本地区の副本は、第２
戸籍副本管理センター（関西地区）で戸籍副本データを管理するためのシステムを構築する。

戸籍・住基事務費 基本事業名
一般

法令根拠 戸籍法

財
源
内
訳

国庫支出金

28年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

事業費の推移
（単位：千円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金

地方債 地方債

その他 その他

一般財源 2,744 一般財源

0 事業費計 0

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料

事　業　費 0 0 2,744 0 0

合　　計

2,744 2,744

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

2,744 2,744
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成25年度計画

新規事業 既存事業

事務事業名 住宅用太陽光発電システム設置補助事業 政策名 総
合
計
画
体
系

自然と共生する快適で安
全・安心なまち

担当部課 市民部　環境課 施策名
自然環境・景観の保全と創
造

予算科目
会計 款 項 目 事業

事業期間
平成24 平成26

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　東日本大震災による福島第１原発事故後の自然エネルギーへの関心の高まり等から市民の地球温暖化問題に対する理
解と意識高揚を図るため、住宅用太陽光発電システム設置者に補助し、地球温暖化を防止する。

【内容】
　住宅用太陽光発電システム設置者に対し、予算の範囲内で補助金を交付することにより地球温暖化対策を促進する。

　[ 補助概要 ]
　（1）対象者：市内に居住又は居住を予定している個人
　（2）対象物：①自らが居住する既存の戸建住宅、若しくは新築の戸建住宅又は対象システム付建売住宅
　　　　　　　　 ②太陽電池の最大出力合計値は、10キロワット未満
　（3）補助金：太陽電池1キロワット当たり3万円（10万円を上限）とする。
　（4）条　件
　　　　①電力会社と電力受給契約を結んでいる個人
　　　　②J-PEC（国）の補助金申込受理決定を受けた個人
　　　　③対象システムの設置・購入契約又は設置工事契約を県内事業者と行うこと

　申請書類・実績報告書の提出場所：NPO法人　温暖化防止ネット　小城事業所（ショッピングプラザセリオ内）

みんなでエコ活動推進事
業

基本事業名 地球温暖化防止の推進
一般

法令根拠
地球温暖化対策の推進に関する法律
小城市住宅用太陽光発電システム設置補助金交付要綱

財
源
内
訳

国庫支出金

28年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

事業費の推移
（単位：千円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金

地方債 地方債

その他 その他

一般財源 9,632 10,000 10,000 一般財源 29,632

0 事業費計 29,632

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 0 9,632 10,000 10,000 0

合　　計

10,000

　・申請受付予定件数　　１００件を想定
　・申請受付期間　　　　　平成２５年５月１日（水）開始
　・申請終了　　　　　　　　予算額に達した日をもって終了（終了日に多数の場合は抽選）

10,000

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

10,000 10,000
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成25年度計画

新規事業 既存事業

事務事業名 地球温暖化対策協働推進事業 政策名 総
合
計
画
体
系

自然と共生する快適で安
全・安心なまち

担当部課 市民部　環境課 施策名
自然環境・景観の保全と創
造

予算科目
会計 款 項 目 事業

事業期間
平成24 平成26

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　市主体で行ってきた地球温暖化防止に関する事業をNPOと協働で行いながら、市民団体の育成を図り、行政主導から市
民団体主導、そして市民活動へとつなげる。さらに、この活動を通して環境活動を主体としたCSOの育成に取り組み、市民
活動の輪を広げることを目的とする。

【内容】
　　① 地球環境活動を主体的に取組んでいるNPO法人等と４R活動等の事業に取り組み、協働者の人材発掘と
　　　　育成を図りつつ、CSOとの連携を行い市民への普及を図る。このため事務所をセリオ内に設置し、活動推
　　　　進の拠点としていく。
　　② NPOと協働で継続して事業推進を図り、市民活動の定着を図る。さらに、市内事業所等への地球温暖化
　　　　防止対策の推進を行いながら、市全域へと活動の輪を広げていく。
　　③ 地球温暖化防止活動の定着状況を見ながら、環境に特化した組織づくりをさらに発展させていく。
　　④ 太陽光発電システム設置補助や電気自動車試乗会を実施するとともに、市民レベルで取り組みが可能な
　　　　小水力発電などの実証実験などに取り組み、地産地消エネルギーを目指す。
　
　　1. セリオ内、各種イベントの開催・啓発・・・協働によるイベント、会場での環境啓発
　　2. 講演会・講座・講習会の充実・・・・・・・・幼保園・小中学校から一般市民までを対象として通年開催
　　3. 環境人材バンクの登録及び活用・・・・・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｽﾀｯﾌや地域の人材を発掘、市民リーダーとしての育成
　　4. 新エネ・再生エネの取り組み・・・・・・・・太陽光発電システム補助、小水力発電の実証実験等

みんなでエコ活動推進事
業

基本事業名 地球温暖化防止の推進
一般

法令根拠 地球温暖化対策の推進に関する法律

財
源
内
訳

国庫支出金

28年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

事業費の推移
（単位：千円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 7,415 県支出金 7,415

地方債 地方債

その他 その他

一般財源 576 7,991 8,500 一般財源 17,067

0 事業費計 24,482

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料

事　業　費 0 7,991 7,991 8,500 0

合　　計

7,991 7,991

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

7,991 7,991

省エネ等普及啓発活動・・・・・・・・・・・・協働でのイベント、省エネや新エネの展示ブース、緑のカーテン等の普及啓発
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　活動、出前講座、フォトコンテスト、人材バンクの登録・活用、市民グループの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　育成など実施
循環型社会推進事業・・・・・・・・・・・・・・協働で企画、おゆずり会開催、イベントでのブース展開・講演、マイバッグ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　キャンペーン、ごみ減量化リサイクル講座の実施
地球温暖化防止対策地域推進事業・・住宅用太陽光発電システム設置補助事務、省エネ製品の紹介
再生エネルギーの導入・研究事業・・・電気自動車の試乗会、再生エネルギー・新エネルギーの推進、地産地消エ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ネルギーの実証実験
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3

5

3 1 3 8 0 2 3

 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成25年度計画

新規事業 既存事業

事務事業名 介護給付費・訓練等給付費支給事業 政策名 総
合
計
画
体
系

健康・福祉日本一を目指
すまち

担当部課 福祉部　福祉課 施策名 障がい者福祉の充実

予算科目
会計 款 項 目 事業

事業期間
平成18

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　障害者総合支援法の趣旨に基づき、福祉サービスを一元化して障がい者の地域生活と就労を進め自立を支援する。

【内容】
　障害者自立支援法に引き続き、介護給付として居宅介護・生活介護（ホームヘルプ）、短期入所（ショートステイ）・共同生
活介護・施設入所支援、訓練等給付として共同生活援助・自立訓練・就労移行支援・就労継続支援等を行う。
　平成24年4月より、重症心身障害児の施設入所等の実施主体が佐賀県から小城市へ移管された。

　
（対象者）
　身体障害者福祉法第4条に規定する身体障がい者
　知的障害者福祉法にいう知的障がい者のうち18歳以上である者
　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第5条に規定する精神障がい者のうち18歳以上である者
　児童福祉法第4条第2項に規定する障がい児
　精神障がい者のうち18歳未満である者
　難病患者等

介護給付費・訓練等給付
費支給事業

基本事業名 障害福祉サービスの提供
一般

法令根拠 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）

財
源
内
訳

国庫支出金 243,629 307,252 324,201 335,000

28年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

340,000

事業費の推移
（単位：千円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

340,000
財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 121,714 166,555 172,900 167,500 170,000 170,000 県支出金

地方債 地方債

その他 その他

一般財源 100,650 174,738 167,166 167,500 170,000 170,000 一般財源

680,000 事業費計 0

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

役務費
使用料及び

賃借料
扶助費

事　業　費 465,993 648,545 664,267 670,000 680,000

合　　計

960 504 662,803

　平成25年4月からは難病患者等も障がい者の範囲に含められ給付額の増加が見込まれる。
　就労継続Ｂの事業所の利用者が増加しており給付額が増大している。
　また、施設職員の処遇改善や地域移行促進のための報酬改定が行われた。

664,267

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

324,201 172,900 167,166 664,267
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3

5

3 1 3 9 9 5 3

 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成25年度計画

新規事業 既存事業

事務事業名 自立支援医療（育成医療）給付事業 政策名 総
合
計
画
体
系

健康・福祉日本一を目指
すまち

担当部課 福祉部　福祉課 施策名 障がい者福祉の充実

予算科目
会計 款 項 目 事業

事業期間
平成25

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　身体に障がいを有する18歳未満の児童又は現在の状態をそのままにすると将来的に身体に障がいを残すと認められる
児童に対し、手術等により将来生活能力を習得させる。

【内容】
　平成25年4月地域主権の改革により事業主体が佐賀県から小城市へ移管される。これに伴い手術等の医療にかかる費
用を小城市が給付する。
　申請者が医療機関に支払う金額は原則として1割負担で、世帯の所得（市民税の所得割額）に応じて月額自己負担上限
額が変わります。
　（対象となる障がい）
　　①視覚障がいによるもの
　　②聴覚・平衡機能の障がいによるもの
　　③音声機能・言語機能又はそしゃく機能の障がいによるもの
　　④肢体不自由によるもの
　　⑤心臓、腎臓、呼吸器、ぼうこう若しくは直腸、小腸又は肝臓の機能の障がいによるもの
　　⑥先天性の内臓の機能障がいによるもの（⑤によるものを除く）
　　⑦ヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能障がいによるもの

自立支援医療（育成医療）
給付事業

基本事業名 障害福祉サービスの提供
一般

法令根拠 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）

財
源
内
訳

国庫支出金 1,723 1,750

28年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

1,750

事業費の推移
（単位：千円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

1,750
財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 861 875 875 875 県支出金

地方債 地方債

その他 その他

一般財源 867 875 875 875 一般財源

3,500 事業費計 0

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

役務費 扶助費

事　業　費 0 0 3,451 3,500 3,500

合　　計

4 3,447

　育成医療支給対象者は37名程度を想定

3,451

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

1,723 861 867 3,451
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3

1

4 1 3 6 8 8 4

 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成25年度計画

新規事業 既存事業

事務事業名 ロタウイルスワクチン接種費用助成事業 政策名 総
合
計
画
体
系

健康・福祉日本一を目指
すまち

担当部課 福祉部　健康増進課 施策名
保健・医療の充実と健康づ
くり

予算科目
会計 款 項 目 事業

事業期間
平成24

事務事業の概要（目的、内容等）

　
【目的】
　接種費用を助成することで、ワクチン接種を受けやすくし、ロタウイルス胃腸炎などの疾患を予防する。
（ロタウイルスは感染力が大きく繰り返し感染することも多い。また、ロタウイルス胃腸炎は、合併症として下痢や嘔吐からくる
脱水、痙攣、腎不全、脳炎・脳症があり､重症化の為入院治療に至るケースもある。）

【内容】
　市内指定医療機関で予防接種を行う。
対象者　：　6週～24週の乳児。
接種方法　：　4週間以上の間隔をおいて2回経口接種するため、1人2回までを助成する。
被接種者の保護者は、医療機関窓口で接種費用から　5,000円差し引いた金額を自己負担する。

予防接種事業 基本事業名 感染症対策の推進
一般

法令根拠

財
源
内
訳

国庫支出金

28年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

事業費の推移
（単位：千円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金

地方債 地方債

その他 その他

一般財源 1,720 2,150 2,150 2,150 2,150 一般財源

2,150 事業費計 0

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

扶助費

事　業　費 0 1,720 2,150 2,150 2,150

合　　計

2,150

ワクチン接種費用助成　5,000円／回　の　2回を補助する。
25年度の接種対象者430人の50％を想定

2,150

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

2,150 2,150
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5

1

6 1 2 3 4 9 2

 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成25年度計画

新規事業 既存事業

事務事業名 青年就農給付金給付事業 政策名 総
合
計
画
体
系

交流と連携による質の高い
元気産業のまち

担当部課 産業部　農林水産課 施策名 農林業の振興

予算科目
会計 款 項 目 事業

事業期間
平成24

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　農業従事者の高齢化が急速に進む中、持続可能な力強い農業を実現するためには、青年の新規就農者を増加させる必
要があり、新規就農するにあたり、技術の習得や所得の確保等が課題となっていることから、就農前後の青年新規就農者
に対し給付金を給付することで就農時の負担軽減の一助とし、青年就農者の増大を図る。

【内容】
　・青年就農給付金（経営開始型）
　　　独立・自営就農者（その他要件有り）に対し、年間１５０万円給付。(最長５年間)

　〔参考〕県が行う類似事業
　・青年就農給付金（準備型）　※県へ直接申請
　　　県の農業大学校等で研修を受ける方（その他要件有り）に年間１５０万円給付。（最長２年間）

農政事務費 基本事業名 担い手等の育成・確保
一般

法令根拠 新規就農総合支援事業実施要綱

財
源
内
訳

国庫支出金

28年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

事業費の推移
（単位：千円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 4,875 12,750 12,750 8,250 5,250 県支出金

地方債 地方債

その他 その他

一般財源 一般財源

5,250 事業費計 0

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 0 4,875 12,750 12,750 8,250

合　　計

12,750

　青年就農者７人、夫婦１組に対し給付

12,750

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

12,750 12,750
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5

1

6 1 3 9 8 4 5

 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成25年度計画

新規事業 既存事業

事務事業名 6次産業化事業 政策名 総
合
計
画
体
系

交流と連携による質の高い
元気産業のまち

担当部課 産業部　農林水産課 施策名 農林業の振興

予算科目
会計 款 項 目 事業

事業期間
平成24

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　農業者の経営安定のため、農畜産物の付加価値の創出に向け、農畜産物の生産だけでなく、加工や流通・販売を一体
化し、更には2次・3次産業と連携して地域ビジネスの展開や新たな産業の創出を図る。

【内容】
①直売所等を利用した地域の農林水産物の利用の促進
　　　・小城市農水産物直売所連絡協議会の運営支援
　　　・生産、加工、流通、販売の調査研究
②学校給食等における地域の農林水産物の利用の促進
③人材や団体等の育成
　　　・認定農業者や農水産物加工所、加工団体等に対する研修会の実施

　　〔目標〕
　　  平成24年度　　　　　周知・啓発活動、人材育成
　　　平成25年度　　　　　人材育成、商品開発
　　　平成26年度以降　　流通・販売

6次産業化事業 基本事業名 農業の6次産業化の促進
一般

法令根拠
地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法
律（6次産業化法）

財
源
内
訳

国庫支出金

28年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

事業費の推移
（単位：千円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金

地方債 地方債

その他 その他

一般財源 1,287 5,000 1,500 1,500 1,500 一般財源

1,500 事業費計 0

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料

事　業　費 0 1,287 5,000 1,500 1,500

合　　計

5,000

人材育成事業に係る企画・コーディネート委託
　・人材育成事業：勉強会　6回（4月～10月）
　・商品開発：商品研究開発、ﾊﾟｯｹｰｼﾞ等研究開発（11月～3月）

5,000

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

5,000 5,000
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5

3

7 1 2 8 9 4 3

 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成25年度計画

企業立地促進事業費補助金
　　雇用奨励金　25人分を想定
　　電気料金補助金　1事業所を想定

17,000

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

17,000 17,000

0 事業費計 0

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 3,830 0 17,000 4,500 4,500

合　　計

17,000

一般財源 3,830 17,000 4,500 4,500 一般財源

その他 その他

地方債 地方債

国庫支出金

県支出金 県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

28年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

事業費の推移
（単位：千円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

財
源
内
訳

事業期間
平成17

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　市内に工場等の立地を奨励し、地域経済の活性化と雇用の増大を図る。

【内容】
　工場等を立地する者に対し、固定資産税の課税免除及び不均一課税、立地奨励金の交付、企業立地促進事業費補助
金の交付などの奨励措置を行う。

（対象）
　市と協定を締結して市内に工場等を新設、又は増設する者
　・㈱友枡飲料　新設
　・竹下製菓㈱　増設
　・村岡総本舗㈱　増設

（奨励措置）
　該当項目に定めた投資額及び常時雇用従業員の増員数に応じて行う。
　・固定資産税の課税免除及び不均一課税・・・5年間課税免除（その後5年間　税率×1/2）
　・立地奨励金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・当該工場等に課税された固定資産税相当額を3年間交付
　・企業立地促進事業費補助金
　　　雇用奨励金、緑地等整備補助金、電気料金補助金、用地取得補助金
　※一部重複除外規定あり

企業誘致推進事業 基本事業名
特産品開発、起業化・新産
業創出への支援一般

法令根拠 小城市企業誘致条例、小城市企業誘致条例施行規則

新規事業 既存事業

事務事業名 企業立地奨励事業 政策名 総
合
計
画
体
系

交流と連携による質の高い
元気産業のまち

担当部課 産業部　商工観光課 施策名
商工業の振興と新産業の
育成

予算科目
会計 款 項 目 事業

12



5

4

7 1 4 1 0 8 2

 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成25年度計画

公有財産購入、補償費の支払い（24年度契約分のうち、移転完了後に支払う分）
造成工事、トイレ建築工事
トイレ建築に伴う上下水道への加入

53,254

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

50,500 2,754 53,254

0 事業費計 114,616

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

役務費 工事請負費
公有財産
購入費

負担金、補助
及び交付金

補償、補填
及び賠償金

事　業　費 0 53,915 53,254 5,000 0

合　　計

32 37,000 1,757 148 14,317

一般財源 2,715 2,754 300 一般財源 8,216

その他 その他

地方債 51,200 50,500 4,700 地方債 106,400

国庫支出金

県支出金 県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

28年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

事業費の推移
（単位：千円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

財
源
内
訳

事業期間
平成21 平成26

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　小京都「小城」の代表的な観光地である｢清水の滝」は、以前から観光バスの駐車場がなく、またイベント時の駐車場不足
が大きな課題であった。これを解消するために駐車場整備を行い、観光客の利便性の向上を図る。

【内容】
　平成21年度に実施した散策道整備や滝周辺整備に続き、清水地区入り口付近に「公の施設」として駐車場（普通車30
台、大型バス3台程度）を整備し、観光地として魅力アップ、観光客の増加につなげる。

平成21年度　基本設計、補償額算定
平成24年度　実施設計、用地買収、補償
平成25年度　用地買収、補償、造成・トイレ建築工事
平成26年度　駐車場舗装工事

観光施設整備事業 基本事業名 観光・交流資源の充実
一般

法令根拠

新規事業 既存事業

事務事業名 清水地区駐車場整備事業 政策名 総
合
計
画
体
系

交流と連携による質の高い
元気産業のまち

担当部課 産業部　商工観光課 施策名 観光の振興

予算科目
会計 款 項 目 事業

13



1

4

8 2 3 8 8 3 1

 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成25年度計画

新規事業 既存事業

事務事業名 スマートインターチェンジ整備事業 政策名 総
合
計
画
体
系

県央に光る交流拠点のま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 道路・交通網の整備

予算科目
会計 款 項 目 事業

事業期間
平成１８ 平成２９

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　スマートインターチェンジ制度実施要綱の制定により、既存ＰＡを利用した安価なインターチェンジの設置が可能となっ
た。小城市内に位置する長崎自動車道小城ＰＡにスマートインターチェンジを設置し、高速交通体系整備を促進させ、交
流人口を増加させることを目的とする。

【内容】
　関係機関事前協議→地区協議会設置→実施計画書提出→連結申請→連結許可→調査・測量→用地取得→文化財調
査→詳細設計→本体工事の順で事業を進める。

（工事の概要）
接続道路　４本　Ｌ＝１．０km

平成２４年度　　　　地質調査・路線測量・協議用図面作成
平成２５年度　　　　用地測量・用地取得
平成２６年度
　～平成２９年度　 用地取得・文化財調査・本体工事
平成２９年度末　 　供用開始予定

スマートインターチェンジ
整備事業

基本事業名 高速交通体系整備の促進
一般

法令根拠
スマートインターチェンジ〔高速道路利便増進事業〕制度実施要綱
道路法

財
源
内
訳

国庫支出金 3,061 31,814 8,867

28年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

7,205

事業費の推移
（単位：千円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

70,516
財
源
内
訳

国庫支出金 130,587

県支出金 県支出金

地方債 2,600 29,400 49,600 6,000 54,800 地方債 149,500

その他 5,851 その他 5,851

一般財源 10 1,937 1,587 2,625 393 2,966 一般財源 23,453

128,282 事業費計 309,391

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

報償費 旅費 需用費 委託料
公有財産
購入費

事　業　費 10 7,598 68,652 61,092 13,598

負担金、補助
及び交付金

補償、補填
及び賠償金

合　　計

21 15 22 17,000 42,654

・調査測量（NEXCO施行、負担金にて支出）
・用地測量
・第１期用地買収

4,500 4,440 68,652

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

31,814 29,400 5,851 1,587 68,652
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1

4

8 2 3 9 7 6 3

 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成25年度計画

新規事業 既存事業

事務事業名
市道甘木線改良事業（社会資本整備総合交付金
【新設改良】事業）

政策名 総
合
計
画
体
系

県央に光る交流拠点のま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 道路・交通網の整備

予算科目
会計 款 項 目 事業

事業期間
平成25 平成29

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　市道甘木線は１日約１，０００人が通勤通学に利用されているＪＲ唐津線小城駅へ通じる市道である。また佐賀県立小城高
等学校への通学路となっており多くの生徒が通学路として利用している。しかしながら歩道がなく、歩行者の安全が確保さ
れていない状況にある。このことから本路線の片側に歩道を設置し、歩行者の安全の確保を図るものである。

【内容】
　
市道甘木線　道路拡幅（歩道設置）
　L=260.0ｍ　W＝10.5ｍ

社会資本整備総合交付金
事業（新設改良）

基本事業名 市道の整備
一般

法令根拠 道路法・道路構造令

財
源
内
訳

国庫支出金 2,310 4,180

28年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

65,098

事業費の推移
（単位：千円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

13,475
財
源
内
訳

国庫支出金 98,538

県支出金 県支出金

地方債 地方債

その他 その他

一般財源 1,890 3,420 53,262 11,025 一般財源 80,622

24,500 事業費計 179,160

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料

事　業　費 0 0 4,200 7,600 118,360

合　　計

4,200

道路測量・設計を行う。

4,200

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

2,310 1,890 4,200
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1

3

8 6 1 9 7 4 3

 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成25年度計画

新規事業 既存事業

事務事業名 住宅リフォーム緊急助成事業 政策名 総
合
計
画
体
系

県央に光る交流拠点のま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 住宅環境の充実

予算科目
会計 款 項 目 事業

事業期間
平成23 平成25

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　市内における住宅のリフォーム工事の促進による住宅の質の向上及び地域経済の活性化を図ることを目的とする。

【内容】
　市内で自ら居住し、かつ、所有する建築物(50㎡未満の住宅及び居住の用に供する部分の床面積が延べ床面積の1/2以
下の併用住宅を除く。)の全部又は一部修繕、補修、補強、模様替え、更新(取替え)工事(いわゆるリフォーム工事)を対象と
する。
　また、リフォーム工事に要する費用が50万円(税込)以上で、県内業者と請負契約を締結するものであることを条件とする。
　補助金の額(千円未満切捨)
　　基本助成・・・対象となるリフォーム工事に係る費用に15％を乗じた額(最高20万円)
　　加算助成・・・耐震改修加算、エコ加算等、県の交付要綱に掲げる対象工事項目ごとに定める助成額の合計額
　　　　　　　　　　　(最高20万円）
　　ただし、市内業者と工事請負契約を締結する場合は、基本助成の対象となるリフォーム工事に係る費用に10％
　(最高10万円)を上乗せする。

住宅リフォーム緊急助成
事業

基本事業名
住まいに関する情報提供
の推進一般

法令根拠 佐賀県（小城市）住宅リフォーム緊急助成事業補助金交付要綱

財
源
内
訳

国庫支出金

28年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

事業費の推移
（単位：千円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 40,093 115,354 21,409 県支出金 176,856

地方債 地方債

その他 7 7 6 その他 20

一般財源 12,766 39,617 7,755 一般財源 60,138

0 事業費計 237,014

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

共済費 賃金 需用費 役務費
負担金、補助
及び交付金

事　業　費 52,866 154,978 29,170 0 0

合　　計

211 1,286 100 303 27,270

・4月に広報誌で住民へ周知し、5月に申請受付を開始する。県補助金の配分(20,200千円)内で、101件の申請を想定
・市の上乗せ助成については、101件のうち、7割が活用されると想定
・事務費についても県の補助があり、補助の範囲内で、消耗品及び日々雇用賃金等を計上

29,170

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

21,409 6 7,755 29,170
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1

2

7 1 5 8 5 1 2

 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成25年度計画

新規事業 既存事業

事務事業名 商店街元気づくり事業 政策名 総
合
計
画
体
系

県央に光る交流拠点のま
ち

担当部課 建設部　中心市街地活性化推進室 施策名 市街地の整備

予算科目
会計 款 項 目 事業

事業期間
平成23 平成26

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　個人事業者や商店街団体等が新たに出店又は空き店舗等を商店やコミュニティ施設等として活用するための初期投資
費用や賑わいづくりイベント等の費用に対し助成を行う。

【内容】
①空き店舗等対策支援事業　・・・・・・・・空き店舗等改修費:補助対象事業費の80％以内（補助限度額250万円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　店舗等賃借料及び広告宣伝費:補助対象事業費の90％以内
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（補助限度額100万円）
②チャレンジ起業家支援事業　・・・・・・・空き店舗等改修費及び簡易施設整備費:補助対象経費の100％以内
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業運営費:補助対象経費の90％以内（補助限度額400万円）
③まちなか賑わい拠点づくり支援事業・・空き店舗等改修費:補助対象経費全額（補助限度額500万円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業運営費:補助対象経費の90％以内　（月額17万円、年額200万円限度）
④商店街にぎわい創出支援事業　・・・・イベント費：補助対象経費の100％以内（補助限度額50万円）
⑤医商連携施設整備支援事業　・・・・・建設費：補助対象経費のうち他の補助金等を除した分の50％以内
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（補助限度額2,500万円）

中心市街地活性化事業 基本事業名 市街地の計画的整備
一般

法令根拠
中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活性化の一体的推進に関する法律、都市再生特別
措置法、小城市中心市街地商業等活性化対策事業費補助金交付要綱等

財
源
内
訳

国庫支出金 2,217 17,437 5,625 4,095

28年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

事業費の推移
（単位：千円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

財
源
内
訳

国庫支出金 29,374

県支出金 1,030 2,675 1,396 1,725 県支出金 6,826

地方債 地方債

その他 その他

一般財源 2,182 20,638 5,979 6,280 一般財源 35,079

0 事業費計 71,279

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 5,429 40,750 13,000 12,100 0

合　　計

13,000

　
①空き店舗等対策支援事業・・・・・・【前年同様実施】公募申請者の審査、事業者の決定（予定２件）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業実施者への改装費・運営費の補助
②チャレンジ起業家支援事業・・・・・・【前年同様実施】事業実施者への運営費の補助
③まちなか賑わい拠点づくり支援事業・・・・・・【前年同様実施】小柳酒造を活用した集客交流拠点づくりを実施
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　する事業実施者への運営費補助
④商店街賑わい創出支援事業・・・・・・【前年同様実施】事業実施者へのイベント費補助

13,000

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

5,625 1,396 5,979 13,000
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7 1 5 8 5 1 2

 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成25年度計画

新規事業 既存事業

事務事業名 まちなか市民交流プラザ等整備事業 政策名 総
合
計
画
体
系

県央に光る交流拠点のま
ち

担当部課 建設部　中心市街地活性化推進室 施策名 市街地の整備

予算科目
会計 款 項 目 事業

事業期間
平成23 平成26

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　旧小城市役所小城庁舎のあった場所は中心市街地の中心部に位置し、また都市機能の中心としての役割を担ってきた
重要な場所である。しかし本庁舎移行に伴う当該場所からの庁舎の移転は、商店街をはじめとして地域経済等へのマイナ
ス影響が懸念されることから、21世紀の人口減少及び少子・高齢化社会に対応するまちづくり・交流による活性化拠点地区
の形成を図るとともに、地域経済にも波及効果が期待できる核的施設「（仮称）まちなか市民交流プラザ」の整備に取り組
む。

【内容】
平成23年度　整備基本計画策定
平成24年度　交流プラザ基本設計
　　　　　　　　 小城庁舎等解体設計
　　　　　　　　 小城庁舎等解体工事
平成25年度　交流プラザ実施設計
　　　　　　　　 小城庁舎等解体工事
　　　　　　　　 交流プラザ建設工事
平成26年度　交流プラザ建設工事
　　　　　　　　 小城庁舎周辺建物解体工事

（交流プラザの概要）
　鉄筋コンクリート３階建て：約4,600㎡
　敷地面積：7,600㎡

中心市街地活性化事業 基本事業名 市街地の計画的整備
一般

法令根拠
中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活性化の一体的推進に関する法律、
都市再生特別措置法

財
源
内
訳

国庫支出金 4,252 15,570 188,119 371,519

28年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

事業費の推移
（単位：千円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

財
源
内
訳

国庫支出金 579,460

県支出金 県支出金

地方債 388,600 767,500 地方債 1,156,100

その他 その他

一般財源 5,198 27,656 20,485 40,408 一般財源 93,747

0 事業費計 1,829,307
※「事業費の推移」は、事業実施年度ベースで区分（繰越等の予算分は、事業実施年度に表示）
　【例：25年度欄は、24年度からの繰越分と25年度執行予定（26年度への繰越分を除く）分の表示】

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料

事　業　費 9,450 43,226 597,204 1,179,427 0

合　　計

68,028

・交流プラザ実施設計
・交流プラザ建設工事

68,028

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

17,616 36,300 14,112 68,028
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4

1 2 2 2 7 6 1

 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成25年度計画

新規事業 既存事業

事務事業名 特定環境保全公共下水道事業（三日月処理区） 政策名 総
合
計
画
体
系

自然と共生する快適で安
全・安心なまち

担当部課 建設部　下水道課 施策名 下水道の整備

予算科目
会計 款 項 目 事業

事業期間
平成13 平成42

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　家庭や事業所から排出される汚水を浄化することで公共水域の水質保全を図ると共に、水洗トイレの設置により
衛生的で快適な生活環境を創出するため下水道を整備する。

【内容】
　計画面積約211haを特定環境保全公共下水道事業により社会資本整備総合交付金の計画に基づき、補助対象
事業の約50％を国から交付金を受け整備する。

三日月処理区事業費 基本事業名
地域条件に応じた下水道
整備の推進下水

法令根拠 下水道法

財
源
内
訳

国庫支出金 119,585 189,095 445,800 268,900

28年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

349,700

事業費の推移
（単位：千円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

142,900
財
源
内
訳

国庫支出金 7,926,000

県支出金 6,372 9,696 県支出金 16,068

地方債 127,800 196,042 451,264 250,800 313,700 149,900 地方債 7,240,000

その他 11,305 6,226 20,580 15,000 17,600 15,400 その他 440,000

一般財源 17,737 58,541 83,370 12,400 17,300 100 一般財源 851,932

308,300 事業費計 16,474,000
※「事業費の推移」は、事業実施年度ベースで区分（繰越等の予算分は、事業実施年度に表示）
　【例：25年度欄は、24年度からの繰越分と25年度執行予定（26年度への繰越分を除く）分の表示】

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

役務費 委託料
使用料及び

賃借料
工事請負費

補償、補填
及び賠償金

事　業　費 276,427 456,276 1,010,710 547,100 698,300

積立金 その他 合　　計

157 51,580 2,619 755,100 9,000

　三日月浄化センター10池中3池及び4池の建設工事並びに認可区域内の下水道管整備（佐織、三ヶ島、戊、大寺、島
溝、久本、遠江地内）　Ｌ＝6,000ｍ並びに三日月浄化センター周辺整備を主に施工する。

9,765 489 828,710

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

359,550 9,696 363,264 20,580 75,620 828,710
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1 2 2 2 7 7 1

 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成25年度計画

新規事業 既存事業

事務事業名 特定環境保全公共下水道事業（芦刈処理区） 政策名 総
合
計
画
体
系

自然と共生する快適で安
全・安心なまち

担当部課 建設部　下水道課 施策名 下水道の整備

予算科目
会計 款 項 目 事業

事業期間
平成16 平成42

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　家庭や事業所から排出される汚水を浄化することで公共水域の水質保全を図ると共に、水洗トイレの設置により
衛生的で快適な生活環境を創出するため下水道を整備する。

【内容】
　計画面積約123haを特定環境保全公共下水道事業により社会資本整備総合交付金の計画に基づき、補助対象
事業の約50％を国から交付金を受け整備する。

芦刈処理区事業費 基本事業名
地域条件に応じた下水道
整備の推進下水

法令根拠 下水道法

財
源
内
訳

国庫支出金 93,496 170,500 264,950 111,600

28年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

111,600

事業費の推移
（単位：千円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

111,600
財
源
内
訳

国庫支出金 3,028,000

県支出金 3,325 5,685 県支出金 9,010

地方債 96,200 183,530 328,837 115,600 115,400 115,200 地方債 3,002,000

その他 9,546 4,602 45,577 2,820 2,860 2,900 その他 214,000

一般財源 47,573 42,398 12,783 11,280 11,440 11,600 一般財源 196,990

241,300 事業費計 6,450,000
※「事業費の推移」は、事業実施年度ベースで区分（繰越等の予算分は、事業実施年度に表示）
　【例：25年度欄は、24年度からの繰越分と25年度執行予定（26年度への繰越分を除く）分の表示】

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

役務費 委託料
使用料及び

賃借料
工事請負費

補償、補填
及び賠償金

事　業　費 246,815 404,355 657,832 241,300 241,300

積立金 その他 合　　計

143 68,733 57 462,600 8,000

　認可区域内の下水道管整備（東戸崎、西戸崎、道免、新村、三条地内）Ｌ＝5,850ｍを主に施工する。

5,783 516 545,832

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

219,950 5,685 269,337 45,577 5,283 545,832
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成25年度計画

新規事業 既存事業

事務事業名 公共下水道事業（牛津処理区） 政策名 総
合
計
画
体
系

自然と共生する快適で安
全・安心なまち

担当部課 建設部　下水道課 施策名 下水道の整備

予算科目
会計 款 項 目 事業

事業期間
平成10 平成42

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　家庭や事業所から排出される汚水を浄化することで公共水域の水質保全を図ると共に、水洗トイレの設置により
衛生的で快適な生活環境を創出するため下水道を整備する。

【内容】
　計画面積約303haを公共下水道事業により社会資本整備総合交付金の計画に基づき、補助対象事業の約50％
を国から交付金を受け整備する。

牛津処理区事業費 基本事業名
地域条件に応じた下水道
整備の推進下水

法令根拠 下水道法

財
源
内
訳

国庫支出金 396,619 165,390 52,500 52,500

28年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

17,000

事業費の推移
（単位：千円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

財
源
内
訳

国庫支出金 7,557,000

県支出金 16,160 7,132 県支出金 23,292

地方債 331,600 167,676 65,531 57,000 3,169 地方債 7,413,000

その他 6,000 14,692 14,187 5,000 3,813 その他 323,000

一般財源 43,805 30,250 246 100 100 一般財源 1,075,708

0 事業費計 16,392,000
※「事業費の推移」は、事業実施年度ベースで区分（繰越等の予算分は、事業実施年度に表示）
　【例：24年度欄は、23年度からの繰越分と24年度執行予定（25年度への繰越分を除く）分の表示】

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

役務費 委託料
使用料及び

賃借料
工事請負費

補償、補填
及び賠償金

事　業　費 778,024 394,168 139,596 114,600 24,082

積立金 その他 合　　計

98 28,820 38 97,000 6,000

　認可区域内の下水道管整備（甲柳原地内）Ｌ＝1,200ｍを主に施工する。

7,226 414 139,596

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

52,500 7,132 65,531 14,187 246 139,596
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成25年度計画

新規事業 既存事業

事務事業名 公共下水道事業（小城処理区） 政策名 総
合
計
画
体
系

自然と共生する快適で安
全・安心なまち

担当部課 建設部　下水道課 施策名 下水道の整備

予算科目
会計 款 項 目 事業

事業期間
平成24 平成42

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　家庭や事業所から排出される汚水を浄化することで公共水域の水質保全を図ると共に、水洗トイレの設置により
衛生的で快適な生活環境を創出するため下水道を整備する。

【内容】
　計画面積約323haを公共下水道事業により社会資本整備総合交付金の計画に基づき、補助対象事業の約50％
を国から交付金を受け整備する。

小城処理区事業費 基本事業名
地域条件に応じた下水道
整備の推進下水

法令根拠 下水道法

財
源
内
訳

国庫支出金 50,865 218,000 392,500

28年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

371,400

事業費の推移
（単位：千円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

299,300
財
源
内
訳

国庫支出金 4,441,000

県支出金 1,631 県支出金 1,631

地方債 52,049 213,488 364,500 339,000 274,100 地方債 4,481,000

その他 19,010 7,980 7,480 6,040 その他 537,000

一般財源 26,631 41,201 31,920 29,920 24,160 一般財源 104,369

603,600 事業費計 9,565,000

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料
使用料及び

賃借料
工事請負費

公有財産
購入費

事　業　費 0 129,545 493,330 796,900 747,800

積立金 その他 合　　計

157,980 3,536 314,780 4,800

補償、補填
及び賠償金

10,000

　仁俣中継ポンプ場の詳細設計及び建設並びに小城三日月汚水幹線Ｌ＝1,300ｍを主に施工する。
また、認可区域内の下水道管整備（仁俣地内）Ｌ＝1,100ｍを主に施工する。

1,631 603 493,330

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

218,000 1,631 213,488 19,010 41,201 493,330
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

◆平成25年度計画

管理・特別教室棟、普通教室棟の建設（平成25年12月末完成予定）
芦刈中学校改修工事（階段改修）
仮設校舎、既設校舎解体工事
上記工事の監理業務

1,298,444

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

275,977 738,800 283,667 1,298,444

0 事業費計 3,068,320
※「事業費の推移」は、事業実施年度ベースで区分（繰越等の予算分は、事業実施年度に表示）
　【例：24年度欄は、23年度からの繰越分と24年度執行予定（25年度への繰越分を除く）分の表示】

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

需用費 役務費 委託料
使用料及び

賃借料
工事請負費

事　業　費 446,529 992,113 1,298,444 315,339 0

合　　計

30 994 16,182 561 1,280,677

一般財源 51,809 41,840 283,667 47,839 一般財源 429,550

その他 その他

地方債 363,900 707,500 738,800 267,500 地方債 2,089,200

国庫支出金 549,570

県支出金 県支出金財
源
内
訳

国庫支出金 30,820 242,773 275,977

28年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

事業費の推移
（単位：千円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

財
源
内
訳

事業期間
平成22 平成26

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　老朽化した芦刈小学校校舎、体育館並びに給食室の改築を行い、児童の学習環境の充実を図るとともに平成26年4月か
ら開始予定の芦刈小中一貫教育に対応する施設とする。
　また、改築により市内学校施設の耐震化率１００％を達成する。

【内容】
　平成22年度　検討委員会を設置し基本構想、基本計画の策定、給食室の実施設計
　平成23年度　給食室改築、仮設校舎建設、校舎及び屋内運動場の基本設計、実施設計
　平成24年度　屋内運動場改築（小中学校兼用）、校舎改築（H24・25継続工事）
　平成25年度　校舎改築（H24・25継続工事）、中学校の階段及び設備改修
　平成26年度　地域開放棟及び屋外便所棟、中学校改修、外構、駐車場整備

≪主な施設の内容≫
　屋内運動場　鉄骨造　2階建て　延べ床面積2,362㎡
　管理特別教室棟　鉄筋コンクリート造　2階建て　延べ床面積3,245㎡
　普通教室棟　鉄筋コンクリート造　2階建て　延べ床面積3,291㎡
　防災機能の強化として、自家発電機（太陽光発電及び蓄電池）を設置

芦刈小学校改築事業 基本事業名 学校施設の整備充実
一般

法令根拠 義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律、学校教育法施行規則、小学校設置基準

新規事業 既存事業

事務事業名 芦刈小学校建設事業 政策名 総
合
計
画
体
系

子どもの笑顔が輝き歴史と
文化を誇れるまち

担当部課 教育委員会　教育総務課 施策名
幼児教育・学校教育の充
実

予算科目
会計 款 項 目 事業
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新規事業 既存事業

事務事業名 教育情報化推進事業 政策名 総
合
計
画
体
系

子どもの笑顔が輝き歴史と
文化を誇れるまち

担当部課 教育委員会　学校教育課 施策名
幼児教育・学校教育の充
実

予算科目
会計 款 項 目 事業

事業期間
平成24 平成29

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　国の「教育情報化ビジョン」に基づき、市内小中学校の教育の情報化を推進する。
　ＩＣＴの利活用により「授業の情報化」で授業改善、学力向上を目指す。また、「学校（校務）の情報化」で学校運営改善、
校務負担軽減を図る。

【内容】
　市内小中学校及び教育委員会をインターネット回線等で体系的なネットワークを構築する。
　教育の情報化の中心としてデータセンターを活用してセキュリティー対策を行う。
　教育の情報化を推進するため、校内でＩＣＴを利活用できる環境に再整備する。
　授業の情報化のために、電子黒板と児童生徒の学習者用端末機を整備する。
　学校の情報化のために、校務支援のアプリケーション等を導入する。
　教育の情報化の目的を達成するために、支援等を行う人材を活用する。

教育情報化推進事業 基本事業名 情報教育環境の整備充実
一般

法令根拠 「教育の情報化ビジョン」（文部科学省）

財
源
内
訳

国庫支出金

28年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

事業費の推移
（単位：千円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金

地方債 211,700 535,500 地方債 747,200

その他 その他

一般財源 27,137 84,728 56,533 56,533 56,533 一般財源 337,997

56,533 事業費計 1,085,197

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

役務費 委託料 備品購入費

事　業　費 0 238,837 620,228 56,533 56,533

合　　計

19,440 37,093 563,695

市内小中学校における教育情報化にむけた環境整備等のため、次の項目の事業実施を計画する。
　・小中学校と教育委員会を結び、データセンターを活用したイントラネットワークを構築する。
　・学校での授業（開発）支援、操作説明、教職員研修の実施、データセンターを中心としたシステム等の保守管理を行う。
　・小中学校に電子黒板（２次）導入、学習者用端末等を導入する。
　・校務の情報化及びネットワークの中心部となるデータセンター機器類を導入する。

620,228

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

535,500 84,728 620,228
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新規事業 既存事業

事務事業名 放課後児童健全育成事業 政策名 総
合
計
画
体
系

子どもの笑顔が輝き歴史と
文化を誇れるまち

担当部課 教育委員会　学校教育課 施策名 子育て支援の充実

予算科目
会計 款 項 目 事業

事業期間
昭和42

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している小学3年生以下の児童に対し、授業の終了後に適切な
遊び及び生活の場を提供し健全な育成を図る。女性の就労の増加や少子化が進行する中、保護者に対する仕事と子育て
の両立支援、対象児童への安全で健やかな居場所を提供することにより、子育て支援、児童の健全育成を行う。

【内容】
　市内の8つの小学校内の余裕教室または専用施設で９クラブを開設。
　平成22年度から第1・3土曜日の開設と開設時間の延長（18時）を行った。

　　開設期間　４月１日から翌年３月３１日まで
　　４月１日から１１日まで市内２箇所で新１年生の受け入れを実施
　　長期休暇（夏休み等）の開設時間　８時３０分から１８時まで
　　指導員の全体研修会開催

放課後児童健全育成事業 基本事業名
地域における子育て支援
の充実一般

法令根拠 児童福祉法、小城市放課後児童健全育成事業実施要綱

財
源
内
訳

国庫支出金

28年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

事業費の推移
（単位：千円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 17,728 20,273 17,392 20,300 20,300 20,300 県支出金

地方債 地方債

その他 11,491 12,621 12,480 16,500 16,800 16,800 その他

一般財源 11,158 17,295 25,140 18,200 18,900 18,900 一般財源

56,000 事業費計 0

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

報償費 需用費 役務費 委託料
使用料及び

賃借料

事　業　費 40,377 50,189 55,012 55,000 56,000

工事請負費 合　　計

135 1,396 663 52,577 36

平成25年度から開設日数増
　開設期間を４月１日から翌年３月３１日まで延長（５日増）
　振替休日の開設（５日増）
　新１年生の受け入れ開始時期を４月１日からに変更

205 55,012

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

17,392 12,480 25,140 55,012
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新規事業 既存事業

事務事業名 子どもの医療費助成事業 政策名 総
合
計
画
体
系

子どもの笑顔が輝き歴史と
文化を誇れるまち

担当部課 教育委員会　こども課 施策名 子育て支援の充実

予算科目
会計 款 項 目 事業

事業期間
平成12

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　子どもの医療に要する医療費について助成することにより、その疾病の早期発見と治療を促進する。

【内容】
①０歳～小学校就学前の子どもの場合（定額一部払方式）
　利用方法：受診時、『子どもの医療費受給資格証』を医療機関に提示
　自己負担：入院の場合は、医療機関ごとに１ヶ月1,000円
　　　　　　　　入院外の場合は、医療機関ごとに１ヶ月500円(2回まで）
　　　　　　　　薬局については、自己負担額は発生しない
　・県外医療機関等を受診した場合、一部負担金（２割）を支払い「子どもの医療費助成交付申請書」で市に申請
　　後日、定額一部払方式の自己負担金と同額を差引いて助成（支払還付方式）
②小・中学生の場合（支払還付方式）
　・入院した場合、一部負担金（２割）を支払い、高額医療費の手続き終了後「子どもの医療費助成交付申請書」
　　で市に申請
　　後日、医療機関ごとに１ヶ月1,000円の自己負担を差し引いて助成

①の財源は、県補助1/2

乳幼児・子どもの医療費助
成事業

基本事業名
子どもと母親の健康の確
保・増進一般

法令根拠
佐賀県子どもの医療費助成事業補助金交付要綱
小城市子どもの医療費の助成に関する条例

財
源
内
訳

国庫支出金

28年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

事業費の推移
（単位：千円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 32,964 47,980 49,755 49,755 49,755 49,755 県支出金

地方債 地方債

その他 2,033 300 400 400 400 400 その他

一般財源 55,242 65,514 55,084 55,084 55,084 55,084 一般財源

105,239 事業費計 0

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

需用費 役務費 扶助費 繰出金

事　業　費 90,239 113,794 105,239 105,239 105,239

合　　計

39 5,100 96,100 4,000

・未就学児子どもの医療費助成費　　　（定額一部払方式）　  90,000千円
　　　　　　　　　　〃　　　　　県外受診等　（支払還付方式）　 　　　360千円
・乳幼児医療費助成費  前年度分　　 　（支払償還方式）　　　　 ７00千円
・小中学生子どもの医療費助成　入院 　（支払還付方式）　　　5,040千円

105,239

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

49,755 400 55,084 105,239
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・小城市に移管された届書の受理、医療券の交付、自己負担金の決定を行う。

・養育医療費は、診療報酬支払基金、国保連合会を介し給付する。

3,384

予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

1,338 669 741 636 3,384

3,384 事業費計 0

予算事業費
の内訳

（単位：千円）

役務費 扶助費

事　業　費 0 0 3,384 3,384 3,384

合　　計

2 3,382

一般財源 636 636 636 636 一般財源

その他 741 741 741 741 その他

地方債 地方債

国庫支出金

県支出金 669 669 669 669 県支出金財
源
内
訳

国庫支出金 1,338 1,338

28年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

1,338

事業費の推移
（単位：千円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

1,338
財
源
内
訳

事業期間
平成25

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　養育のため病院又は診療所に入院することを必要とする未熟児に対し、その養育に必要な医療費用を給付することによ
り、乳幼児の保健の向上と福祉の増進を図る。

【内容】
　平成25年4月地域主権の改革により事業主体が佐賀県から小城市へ移管される。これに伴い医療にかかる費用を小城市
が給付する。

1.対象者
　　未熟児であり入院養育が必要な1歳未満の者
2.自己負担
　　未熟児の属する世帯の所得税額により決定した月額負担金（自己負担金）を市に支払う。
3.関連事業
　　上記対象者は、子どもの医療費助成制度の対象であり、自己負担金の一部は、子どもの医療費助成制度の適用
　を受ける。(保護者は、医療機関で1,000円/月負担）

未熟児養育医療給付事業 基本事業名 母子保健の充実
一般

法令根拠 母子保健法

新規事業 既存事業

事務事業名 未熟児養育医療給付事業 政策名 総
合
計
画
体
系

健康・福祉日本一を目指
すまち

担当部課 教育委員会　こども課 施策名
保健・医療の充実と健康づ
くり

予算科目
会計 款 項 目 事業
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